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高知県知事 尾﨑 正直 様 

四国観光立県推進協議会の組織強化についての要望 
 

四国４県の各経済同友会では、「四国における道州制に関する検討委員会」において

広域連携のあり方について検討し、その一環として、昨年来、観光による広域連携の進

め方について研究している。 

観光は、旅行業、宿泊業、輸送業、飲食業、土産品業等極めて波及効果が高く、その

経済効果も大きい。 

しかし、旅行形態が、団体旅行から個人・少ｸﾞﾙｰﾌﾟ旅行へ、見学型から体験型へ、点

から面へ移りつつある今日、これまでの各県毎の観光振興施策から四国 4県が一体とな

った施策の推進が必要ではないでしょうか。 

観光の広域連携については、四国４県においても、既に JR 四国も加わって、「四国

観光立県推進協議会」を組織されているところであり、四国のイメージポスター（5連

続貼り）、インターネットによる情報発信、四国を紹介する地図パンフレットなど一定

の成果を上げておられることは承知しているが、厳しい財政下にあって、予算額も制約

され、専任の職員も配置されていない状況であると伺っている。 

一方、九州においては、官民一体となった組織として「九州観光推進機構」が組織さ

れ、その予算額は約 5億円、職員数は 22名と聴いている。 

国においては、この 10月から観光庁が発足したところであり、観光立国の実現を 21

世紀の我が国経済社会の発展に不可欠な課題であると位置づけていることから、四国４

県においても、九州地域と同様の強力な観光推進体制を早急に組織化し、地域経済の活

性化に取り組んでいただきますよう、ここに要望する。 
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本件に関する問合せ先 

 土佐経済同友会 事務局 

 〒780-0823 

 高知市菜園場町1-21 四国総合ビル3F 

 四銀キャピタルリサーチ（株）内 

 TEL：088-885-6707   FAX：088-883-1156 

 メール・アドレス：tosadoyu@orange.ocn.ne.jp 
  インターネット・ホームページ： 
          http://www.tosadoyukai.com/ 
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